
別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和４年８月作成

事業費

着工 完了 （億円）

【再評価時（H27）】
・ B／C　 　1.24
・工　 期　　H29
・事業費　　71.0億円
・交通量　　7,100台/日

【事後評価時】
→　　1.31
→　　H29
→　　71.0億円
→　　12,000台/日

【再評価時（H25）】
・ B／C　 　1.57
・工　 期　　H26
・事業費　　22億円
・交通量　　4,554台/日

【事後評価時】
→　　1.03
→　　H29
→　　22億円
→　　2,969台/日

同種事業においては、地域住民や関係機関との連携が不可欠で
あり、相互理解を得ながら事業を進めることが必要と考える。

H29 22.0

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

・島内の中止部へアクセス性の向上が図られた。（26ｋｍ/h　⇒　40ｋｍ/h）
・道路改良により、車両及び歩行者の安全性が確保された。

事業実施による環境の変化

特になし

社会経済情勢の変化

特になし

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性）

道路整備に伴い、車両走行性の向上および利用者の安全性確保
が図られており、事業の効果が確認できることから、今後の事後評
価、改善措置の必要はない。

道建-2
道路改築事業
一般県道青方港魚目線
（奈摩工区）

新上五島町
延長L=2,190m
幅員W=6.0(9.75～12.0)m

H16

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

・特になし

・島原道路全体としての整備効果を発揮するためには、未整備区
間の整備推進が重要である。

・吾妻愛野バイパスは、地元住民や農業関係者に当該事業への
理解を深めていただくことで、円滑に工事を進め事業を完了するこ
とが出来た。今後も同種事業において、計画段階から地元説明を
行い、合意形成を図ることが重要と考える。

・吾妻愛野バイパスの整備により、「所要時間の短縮」、「広域ネッ
トワークの形成」など、一定の効果が得られており、「地域産業活
動の支援」、「緊急医療体制の強化支援」といった波及的効果にも
貢献していることから、当面の改善措置や更なる事後評価の必要
性はない。

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性）

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

71.0
延長 L=1.7km
幅員 W=7.0(12.0)m

対応方針（原案）

道建-1
道路改築事業
一般国道２５１号
（吾妻愛野バイパス）

・島原道路の一部である「有明瑞穂バイパス」が令和２年度に新規事業化している。
・「諫早インター工区」が令和元年度に、「長野～栗面工区」が令和４年度に供用している。

・吾妻愛野バイパスが整備され、所要時間が約４分短縮した。
・愛野森山バイパスと連結し、広域ネットワークの一部を形成することで、地域間の連携強化に寄与している。
・所要時間の短縮により、鮮度保持が大切な生鮮野菜をいち早く消費地に届けることが可能となり、地域の基幹産業である農業の発展
を支援している。
・救急搬送の時間短縮や走行性向上により、地域住民の安心に寄与するとともに、搬送患者の負担軽減につながっている。

事業の効果の発現状況

雲仙市 H29

当該事業に係わる対応方針

令和４年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

H23

事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化
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別記７（事後評価）

＜別記　７＞

令和４年８月作成

事業費

着工 完了 （億円）

令和４年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

【再評価時（H28）】
・ B／C　 　1.19
・工　 期　　H29
・事業費　　68.5億円
・交通量　　5,367台/日

【事後評価時】
→　　1.13
→　　H29
→　　70.2億円
→　  4,688台/日

【再評価時（H25）】
・ B／C　 　２．６９
・工　 期　　H２８
・事業費　　７６．３億円

【事後評価時】
→　　５．０６
→　　H２９
→　　７７．３億円

H19

事業実施による環境の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

道路整備に伴い、車両走行性の向上および利用者の安全性確保
が図られており、事業の効果が確認できることから、今後の事後評
価、改善措置の必要はない。

同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業管理に努め、
事業効果が早期に発現できるよう早期完成に努める。

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性）

対応方針（原案）

社会経済情勢の変化
H29 70.2

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

特になし

・島内の中止部へアクセス性の向上が図られた。（29ｋｍ/h　⇒　50ｋｍ/h）
・道路改良により、車両及び歩行者の安全性が確保された。

事業の効果の発現状況

特になし

道建-3
道路改築事業
一般国道３８４号
（三日ノ浦バイパス）

新上五島町
延長L=2,000m
幅員W=6.0(9.75)m

本事業の実施により、健康・レクリエーションの場が創設・拡大さ
れ、県民の健康促進や余暇活動に公園が利用されていること、広
場等の整備により防災機能も強化されるなど事業の効果がみら
れ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断し
ている。

道維-1
都市公園事業
百花台公園

雲仙市
島原市

事業認可（第２期）A=１８．７ha
（全体計画　A=４８．４ha）

・ふれあい広場（A=５．６ha）
・森の広場（A=６．０ha）
・大芝生広場（A=２．９ha）
・有明ピクニックの森（A=４．２
ha）

S５５

今後も、さらなる人口減少や高齢化の進行などの社会情勢の変化
や公園利用者のニーズの多様化など利用形態の変化に応じた、
計画の検討が必要である。

H２９ 77.3

再評価実施

全体事業費
１０億円以上

事業完了後
５年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

平成２９年度の推計の年間利用者数は１８．９万人であったが、実績としては４２．４万人に増加しており、直接的な利用価値が向上して
いる。

事業実施による環境の変化

・従前は山林等であったが、事業の実施により広域のレクリエーション需要を充足する公園施設となった。

社会経済情勢の変化

平成１７年１０月に旧７町が合併し、雲仙市となり、平成１８年１月に旧島原市と旧有明町が合併し現在の島原市となった。

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）
（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性）
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